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電子化!  

  文書保存の負担軽減を図る観点から、各税法で保存が義務づけられている帳簿
書類は、システムの説明書等の備付け等の最低限の要件を満たせば、プリントア
ウトせずに、作成した電子データのまま保存することができます。 

  国税の納税義務の適正な履⾏に資する一定の要件を満たした電子帳簿（優良な
電子帳簿）の備付け及び保存をすることで、過少申告加算税の軽減措置や所得税
の⻘⾊申告特別控除（65 万円）の適用を受けることができます。 

 自己がコンピュータを使用して作成する帳簿 
（例）仕訳帳、総勘定元帳、経費帳、売上帳、仕入帳 など 

※ 一部の帳簿のみを電子データによって保存することもできます。 
（例︓仕訳帳と総勘定元帳を電子データで保存し、他の帳簿は紙で保存する。） 

※ 作成する過程で一部を手書きで記録するなど、一貫してコンピュータを使用 
して作成しない帳簿については、この制度の適用は受けられません。 

※ 過少申告加算税の軽減措置の適用を受けるためには、⻘⾊申告者が保存しな 
ければならないこととされる仕訳帳、総勘定元帳その他必要な帳簿の全てに 
ついて、優良な電子帳簿の要件に従って保存等を⾏う必要があります。 
 

対象となる帳簿は︖ 

対象となる書類は︖ 

 自己がコンピュータを使用して作成する決算関係書類 
（例）損益計算書、貸借対照表 など 

 自己がコンピュータを使用して  
（例）⾒積書、請求書、納品書、領収書 などの“控え” 

令和３年 11 月 

電子帳簿保存法の取扱通達や Q＆A については、国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】
に掲載されています。詳しくは、 国税庁 電子帳簿保存法  で 検索 

https://www.nta.go.jp


 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 電子保存の開始に当たって、特別な手続は、必要ありません。 

 

 

要 件 概 要 帳 簿 書 
類 優良 その他 

記録事項の訂正・削除を⾏った場合には、これらの事実及び内容を確認
できる電子計算機処理システムを使用すること 

○ ― ― 

通常の業務処理期間を経過した後に入⼒を⾏った場合には、その事実を
確認できる電子計算機処理システムを使用すること 

○ ― ― 

電子化した帳簿の記録事項とその帳簿に関連する他の帳簿の記録事項と
の間において、相互にその関連性を確認できること 

○ ― ― 

システム関係書類等（システム概要書、システム仕様書、操作説明書、事
務処理マニュアル等）を備え付けること 

○ ○ ○ 

保存場所に、電子計算機、プログラム、ディスプレイ、プリンタ及びこれ
らの操作マニュアルを備え付け、記録事項を画面・書面に整然とした形
式及び明瞭な状態で速やかに出⼒できるようにしておくこと 

○ ○ ○ 

検
索
要
件 

① 取引年月⽇、取引⾦額、取引先により検索できること ○ ― ―※3 

② ⽇付⼜は⾦額の範囲指定により検索できること ○※1 ― ―※3 

③ ２以上の任意の記録項⽬を組み合わせた条件により検索できること ○※1 ― ― 

税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの求めに
応じることができるようにしておくこと 

―※1 ○※2 ○※3 

※１ 検索要件①〜③について、保存義務者が、税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロー
ドの求めに応じることができるようにしている場合には、②③の要件が不要。 

※２ “優良”の要件を全て満たしているときは不要。 
※３ 取引年月⽇その他の⽇付により検索ができる機能及びその範囲を指定して条件を設定することができる

機能を確保している場合には、税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの求めに応
じることができるようにしておくことの要件が不要。 

必要な手続は︖  

電子保存を⾏うための要件は︖ 


